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江戸川・利根川以外の河川のうち主なもの

として、養老川、小櫃川、黒部川及び栗山川

などがあります。 
ＢＯＤ年平均値で見ると黒部川は 年度

と比較すると若干悪化しており、他の河川は

ここ数年概ね横ばいの状況です。（図表

）

図表 湖沼の水質経年変化

（ 年平均値） 

年度

印旛沼

手賀沼

高滝ダム

亀山ダム

 

年度

坂川

真間川

海老川

大堀川

大津川

桑納川

また、手賀沼は、昭和54年度に28mg/Lを

ｃ　県内主要河川

ｄ　都市河川

　県内の湖沼のうち、ＣＯＤに係る環境基準

は、印旛沼・手賀沼・高滝ダム・亀山ダムの

４湖沼について、それぞれの利水状況に応

じ、設定されています。

　また、全窒素・全りんに係る環境基準は、

同様に印旛沼・手賀沼について設定されてい

ます。

　27年度のＣＯＤに係る環境基準は、４湖沼

とも達成されておらず、印旛沼・手賀沼で

は、昭和45年の類型指定以降継続して未達成

です。全窒素・全りんに係る環境基準につい

ても、印旛沼・手賀沼いずれも未達成です。

印旛沼は飲料水、農業用水、工業用水に、手

賀沼は農業用水の水源として利用されるとと

もに、それぞれ内水面漁場として、また、県

民の憩いの場としてかけがえのない財産と

なっています。また、高滝ダム・亀山ダムは

飲料水、農業用水の水源として利用されてい

ます。

　このように重要な水域でありながら、昭和

30年代後半から始まった周辺地域での都市化

の影響を受けて昭和40年代後半から水質汚濁

が進行し、アオコの発生や臭気による利水上

の障害など、様々な問題が発生しました。

このため、県では国や流域の市町と連携し

て、下水道の整備を始めとする各種の浄化対

策を総合的・計画的に推進してきました。

　その結果、印旛沼は、昭和59年度にＣＯＤ

年平均値が最大値13mg/Lを記録した後、徐々

に改善の傾向で推移してきましたが、ここ数

年は微増の状況です。27年度はＣＯＤ年平均

値が11mg/Lでした。（図表4-3-14）
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記録するなど、昭和 年度から連続 年間

全国湖沼水質ワースト１位でしたが、下水道

の整備などの対策に加えて、 年度から実施

された「北千葉導水事業」（浄化用水の注水）

により水質が大幅に改善（図表 参照）

され、 年度にはワースト１位を脱却しまし

た。 年度はＣＯＤ年平均値が でし

た。 

（ウ）海 域

千葉県は三方を海に囲まれており、東京湾

（内湾及び内房海域）及び太平洋側の九十九

里・南房総海域とも、豊かな水産漁場として

重要であるほか、海水浴などのレクリエーシ

ョンの場として、県民のみならず近隣都県民

に広く利用されています。また、東京湾沿岸

のコンビナート地帯では、海水は冷却水等の

用途で利用されています。  
年度の結果では、ＣＯＤ年平均値で見る

と、内房では ～ 、九十九里・南房

総海域では ～ とおおむね良好な

水質を維持していますが、東京湾の内湾部で

は ～ であり、一部の地点で「きれ

い」とされる を超えています。

また、ＣＯＤの年間変動を見ると、内湾部

では春から夏にかけて赤潮の影響による濃度

の上昇が顕著に認められます。（図表 ） 
図表 4-3-15 東京湾（表層）のＣＯＤ年間変動 

の状況 

年 年

月

千葉沿岸（東京湾７）
千葉航路入口（東京湾１０）
内房海域（東京湾１９）

 
また、各海域のＣＯＤ年平均値の経年変

化をみると、東京湾内房及び九十九里・南

房総海域でここ数年悪化の傾向にあります。

（図表 ）

図表 海域の水質経年変化

（ 年平均値） 

年度

千葉沿岸（東京湾７）

千葉航路入口（東京湾１０）

袖ヶ浦沖（東京湾１３）

東京湾内湾

 
 

年度

富津岬下（東京湾１９）

保田沿岸（東京湾２１）

船形沿岸（東京湾２４）

東京湾内房

 
 

年度

銚子沿岸（太平洋１）

一宮沿岸（太平洋４）

白浜沿岸（太平洋９）

九十九里・南房総

 

なお、内湾海域については、毎年、赤潮・

*青潮の発生状況を調査しており、 年度は

延 日実施し、うち 日で赤潮の発生が確

認されました。

また、青潮については、主に千葉中央港か

ら船橋港沖において５回の発生を確認しまし

たが、漁業被害は発生しませんでした。 

　高滝ダムは27年度のＣＯＤ年平均値が

6.5mg/L、亀山ダムは6.4mg/Lであり、いずれ

もほぼ横ばいの状況です。
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エ 海水浴場水質等実態調査

海水浴場を快適なレクリエーションの場と

して確保するため、県では毎年遊泳期間前及

び遊泳期間中に水質調査を行い、水質保全対

策を指導しています。 
年度は か所の海水浴場を対象として

遊泳期間前の水質調査を実施した結果、すべ

ての海水浴場が「適」または「可」と判定さ

れました。（図表 ）なお、遊泳期間中

の水質調査も実施し、水質に問題がないこと

を確認しています。

図表 海水浴場水質調査結果

オ 異常水質事故

公共用水域で魚のへい死、油の流出等の異

常水質が発生した場合には、環境保全上問題

となるばかりでなく、上水道や農工業用水、

水産資源への影響など利水上大きな影響を及

ぼすおそれがあります。 
そのため、県では河川・湖沼等について「千

葉県異常水質対策要領」を、また、海域につ

いては「千葉県周辺海域における流出油等連

絡要領」を定め、市町村を含む関係機関の連

携・協力による迅速な情報伝達、原因調査、

へい死魚や流出油の回収等の対策を実施して

います。 
また、利根川及び江戸川流域（国直轄の一

級河川）については、国土交通省及び関係都

県等で構成する「関東地方水質汚濁対策連絡

協議会」の連絡通報体制により、同様の対応

がとられています。 
 

（ア）河 川

年度に発生した異常水質事故は、県内の

河川では 件で、 年度に比べ 件の増加

でした。 
内容別には、油の流出事故が 件と全体の

％を占めたほか、魚のへい死事故が

件（ ）、その他が 件（ ）となっ

ています。（図表 ）

図表 異常水質発生件数の推移 
（県内の河川・水路等）

魚のへい死事故については、主に夏季の急

激な水温上昇に伴う酸素不足などによるもの

です。 
（イ）海 域

年度に発生した海域における油等流出

事故は 件であり、 年度に比べ、３件の

増加でした。

主な発生事例としては、船舶からの燃料等

の漏洩及び臨海事業所からの油の流出でした。 
カ 上水道水源の状況

水道水源は地下水と表流水に分けられます。

千葉県では表流水への依存度が高いものの、水道

水源としての水質は良質とはいえず、特に県内の

水源の約 を依存している利根川水系を含む県

内河川や湖沼では、生活排水の影響等により、ト

リハロメタンやかび臭等の対策が通年的に必要

となっています。

また、油類の流出事故などの水質事故の発生

が通年的に見られていましたが、河川管理者や

水道事業者により適切な対応を行いました。 
キ 工業用水道水源の状況

工業用水道は主に河川・湖沼等を水源とし

ており、延べ の企業に給水しています。

（ 年 月現在） 
富栄養化が進んでいる湖沼等を水源とする
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区域では、配水管内で水生生物、細菌等が繁

殖し受水企業の用水設備で目詰まりしたり、

繁殖したアオコによる着色等の障害が発生す

ることがあります。 
工業用水の浄水場では必要に応じて水処理

強化を行うとともに、受水企業でも用途に応

じた水処理を行っています。 

 
ク 農作物被害

農作物の生産に利用される水は、雨水、か

んがい用水及び地下水等と多様です。 
水質汚濁による農作物の被害としては、用

水中の過剰な窒素による生育の乱れ、海水が

用水に流入して起こる塩害や地下水に含まれ

る天然由来の各種元素による害等様々な種類

があります。 
県では、これらの被害が発生した時は、被

害状況を調査し原因究明と対策をまとめ、関

係者に情報提供をしています。 
 

ケ 水産被害

水質汚濁による水産被害としては、油の流

出や青潮・有害プランクトンの発生あるいは

有害物質などによる水産生物のへい死などが

挙げられます。 
県では、油流出事故の際に対応できるよう、

油の防除資機材を整備するとともに、ノリ養殖

期間中に関係漁業協同組合が実施する流出油

の監視に対し助成を行っています。 
また、青潮の原因となる貧酸素水塊や有害

プランクトンの発生状況を調査し、漁業者等

に情報を提供しています。 

ア 水質汚濁の主な要因

公共用水域の水質汚濁の原因となる汚れの

発生源は、産業系（工場・事業場などからの

排水）、生活系（各家庭やし尿処理場、下水道

終末処理場などからの排水）及び面源系（市

街地・農地・山林などから降雨とともに汚れ

が流出）に大別され、これらの発生源から出

た汚れが、川や湖沼、海が本来持っている自

然の浄化能力を超えて流入したときに、水質

汚濁が発生します。 
公共用水域に流入する汚れは、「水質汚濁防

止法」等により規制や指導を強化した結果、

産業系の割合が減少する一方で、都市化の進

行による人口の集中や生活様式の変化ととも

に、生活系の占める割合が大きくなり、公共

用水域の水質汚濁の主要な原因となっていま

す。（図表 ）

図表4-3-19 東京湾・印旛沼・手賀沼での

 

 

（２）水質汚濁発生源の現状

4-3-19

　なお、浄水場が対応した27年度の異常水質事

故は28件ありましたが、給水への影響はありま

せんでした。 
発生源*汚濁負荷量（ＣＯＤ)

―170―



生
活
環
境

 - 173 - 

イ 生活系 

生活排水とは、日常の生活に伴って出る排

水のことで、「し尿」と台所や風呂場や洗濯な

どからの「生活雑排水」に分けられます。 
生活排水は産業系の排水と違って、ほとん

ど有害物質を含まず、BOD（COD）や窒素、り

んなどが高いのが特徴です。 

BOD の量は平均すると、１人１日当たり「し

尿」で 13ｇ、「生活雑排水」で 30ｇです。（図

表 4-3-20） 

図表 4-3-20 生活排水の性状 

       

出典：環境省 HP「生活排水読本」のデータより 
ウ 産業系 

27 年度末現在の水質汚濁防止法の特定事

業場届出数は 10,186 事業場で、このうち、規

制対象事業場（排水量が 30m3/日以上又は有

害物質使用特定事業場等）は 1,992 事業場で

全体の 19.6% です。（図表 4-3-21) 

図表 4-3-21 特定事業場届出状況 
                  （27 年度末現在） 

区分 特定事業場数 
うち規制対象 

事業場数 
県所管分 7,502 (7,924) 1,220 (1,245) 

政

令

市

所

管

分 

千葉市 781 (761) 135 (118) 

市川市 403 (406) 157 (158) 

船橋市 458 (487) 174 (192) 

松戸市 312 (318) 77 (80) 

柏市 275 (276) 110 (85) 

市原市 455 (456) 119 (121) 

小計 2,684 (2,704) 772 (754) 

合計 10,186 (10,628) 1,992 (1,999) 

（注）１．（ ）内は 26 年度末の数値。 
   ２．規制対象の欄の数値は事業場数の内数。 
 

 

２. 県の施策展開（図表 4-3-22） 

図表 4-3-22 水質保全対策体系図 

 
（注）１．上乗せ条例とは、「水質汚濁防止法に基づき排水基準

を定める条例」のこと。 
２．測定回数条例とは、「千葉県排出水及び特定地下浸透

水の汚染状態の測定の回数を定める条例」のこと。 

ア 法・条例による規制 

（ア）水質汚濁防止法及び上乗せ条例等に基

づく規制 

法に定められた施設（特定施設）を設置す

る工場･事業場（特定事業場）に対して、排出

水の汚濁濃度についての基準（排水基準）等

を定め規制しています。 
排水基準は都道府県の実情に応じて、国が

定める一律基準よりも厳しい基準（*上乗せ基

準）を定めることができるとされており、本

県では、全県にわたって水域、業種、排水量、

新設・既設の区分により上乗せ基準を定める

とともに、条例で国よりも高い頻度での自主

分析を事業者に義務付けています。 
さらに、印旛沼・手賀沼については、日平

均排水量が 10m3以上の小規模な特定事業場も

規制対象としています。（図表 4-3-23） 

（１）工場・事業場等に対する対策の徹底
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図表 本県における特定事業場に対す
る排水規制の体系（ 年度）  

県上乗せ基準 国一律基準県上乗せ基準

排水基準

≪排水量の多少
によらず適用≫

健康項目(有害物質)
２８項目

畜産及び排水量
３０㎥/日以上の
事業場。
ただし、印旛沼・
手賀沼流域で
は、１０㎥/日以上
の事業場。

畜産及び排水量
３０㎥/日以上の
常陸利根川及び
東京湾流域内の
事業場、並びに、
１０㎥/日以上の
印旛沼・手賀沼流
域内の事業場。

５０㎥/日以上の
左記以外の指定
湖沼流域内の事
業場、並びに、東
京湾の流域で、
上乗せ基準の適
用のない事業場。

１．新設の事業場
２．５００㎥/日以
上の事業場
３．病院・廃棄物
処理施設等

左記以外の事業
場。

カドミウム等
１０物質

国一律基準国一律基準県上乗せ基準

pH，BOD等 窒素、りん
トリクロロエチ
レン等１８物質

生活環境項目
１５項目

 

（イ）立入検査

特定事業場の排水基準遵守の状況等を監視

するため、 県及び政令市（図表 参照）

が規制対象事業場に対し、排水検査を実施し

ました。 （図表 ）

 

図表 水質汚濁防止法に基づく立入検査結
果（ か年経緯、政令市も 含めた全県下）  

年度 ２５  ２６  ２７  

特定事業場総数 

規制対象事業場数 

排水検査実施 

延事業場数 

延違反事業場数 

違反率(%)  

行
政
措
置
件
数 

一時停止 

改善命令 

勧 告 

指 導 

 (注)１．特定事業場総数及び規制対象事業場数は各年度末現在の届出数  

２．（ ）内は、有害物質使用 特定事業場及び有害物質基準値超過事

業場に係る内数  

（ウ）千葉県環境保全条例に基づく規制

 

イ 指導

（ア）環境保全協定に基づく 指導

 

図表 協定に基づく立入調査結果
（ 年度）

細目協定

締結工場

立入調査

延工場数

排水調査

延溝数

超過

延工場数

超過率

（ ）

（イ）工場立地等各種開発行為の事前審査に

よる指導

（ウ）小規模事業場への指導

　「千葉県環境保全条例」では、「水質汚濁防止法」

の特定施設のほかに、独自に特定施設（小規模な

畜舎等）を規定し、排水基準を定め規制していま

す。 

　26年度末現在の届出事業場数は、1,314事業場

となっています。 

　 千葉臨海地域（千葉市から富津市に至る６市）

の主要工場と県・関係市とで締結している環境

保全協定により、ＣＯＤ、窒素及びりん等の汚濁

負荷量の削減を図るとともに、有害物質等につ

いての排出基準を定め指導しています。

　 なお、協定の遵守状況を確認するため、水質保

全に関する細目協定対象の工場に対し、県・市合

同の立入調査を実施しました。（図表4-3-25）

　また、協定工場が生産施設等を新・増設、変更

若しくは廃止する場合には、事前に協議すること

としており、水質等に関し審査を実施しました。 

 「水質汚濁防止法」等の排水規制の対象となら

ない飲食店等の小規模事業場については、排

出水量は少ないものの、一般家庭に比べ汚濁負

荷は大きく、その影響は軽視できません。

 このため、「千葉県環境保全条例」に排水処理

施 設 の 設 置 な ど を 定 め 必 要 な 措 置 を 講 ず る

　以下に示す開発行為等について審査・指導を

行い、必要に応じて水質汚濁防止に関する指導

を行っています。

○千葉県の開発許可制度に基づく開発行為に

    対する審査・指導

○ 自然公園等における建築物等建設事前協議

    における審査・指導

○ 企業庁等の所有する工業用地への進出企業

   が提出する環境保全対策書の審査・指導
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（２）生活排水対策の推進

　県は「水質汚濁防止法」に基づき「生活排

水対策重点地域」を指定しています。

　指定された地域の市町村は、推進計画の策

定、啓発、浄化施設の整備など、生活排水対

策を計画的に実施しています。（図表

4-3-26）

―173―



―174―



生
活
環
境

27

（３）水質監視の実施

（４）印旛沼・手賀沼における浄化対策の推進
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